
最新ニュースから
在留外国人の動向をみる



�回のゴール

入管法改正が今の雇用状況に
与える影響を理解している

01

外国人採用の選択肢を増やし、
正しい判断ができる状態になっている

03

技能実習制度廃止が皆様に与える
影響のイメージができている

02
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2030年に労働者が圧�的に⾜りなくなる

2030年問題

【企業】
人がほしい

7,073万人
【労働者】
仕事がほしい

6,429万人

�⽤�パーソル��研��「労働�場の未来�� 2030」をもとに作成



�国�採⽤を�回しにしている�業が�い

�択�を�げるフェーズ

644
万人

女性�⽤ シニア�⽤ �国��⽤ DX�

102万人 163万人 81万人 298万人

�⽤�パーソル��研��「労働�場の未来�� 2030」をもとに作成



すでに�国�採⽤のステージに

�択�を�げるフェーズ

644
万人

女性�⽤ シニア�⽤ �国��⽤ DX�

102万人 163万人 81万人 298万人

�⽤�パーソル��研��「労働�場の未来�� 2030」をもとに作成



1000�のうち�50％�上が、�国�採⽤にすでに�り�んでいると回�

��に�えている�国�採⽤

�⽤�パーソルホールディングス「�的�����査レポート」をもとに作成

ある�度�り�めている

40.6%

あまり�り�めていない

29%

�く�り�めていない

20.8%

⼗�に�り�めている

9.6%

早めの

�国�採⽤が

カギ
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『���』から現在地を知る

 

このニュースどこまで理解していますか？

出典：日本経済新聞 https://www.nikkei.com/article/DGXMZO37249690R01C18A1MM0000/
出典：テレビ朝日
 https://news.tv-asahi.co.jp/news_society/articles/000297263.html



そもそも���とは�

出入国管理及び難民認定法（入管法）
　日本に出入りする人全てが対象。問題のある人が日本に入国しないように、パスポートやビザで
管理しています。不法滞在を取り締まることもこの法律がもとになっており、難民についても入管
法によって認定の可否が定められます。認定を受けた難民は、日本の一定の生活水準が保証される
ことになります。

これまで：移民規制の方針
（一定期間働いたら帰ってください）

労働者不足の深刻化

規制を緩和して
外国人を増やそう！



なぜ�正されたのか�

技能実習希望者

送り出し国

日本
外国人

技能実習機構 管理団体

受け入れ企業
実習生

 

不必要なコスト

劣悪な労働実態
低賃金

人権問題 × 企業コストの悪循環



試験

技能実習

特定技能
1号

特定技能
２号

新規受け入れ

移行

試験

何が�わったのか�

外国人労働者確保のため、受け皿の拡大
��技�1�よりもさらに�られ、
��した技�にのみ�えられる。

��帯同や在留期�の更�も

可�。

１4の�野に属する知識や��を�
する技�を持ち、業�に従事。�

�帯同は不可。��5年
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��技�1�の�徴

働き手は転職が可能に

①技能実習等未経験者 ②技能実習等経験者

技能評価試験 日本語試験 技能実習2号を
良好に修了した者

特定技能1号：転職ができる

　「特定技能1号」は「特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要と
する技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格」と定められており、
最長で5年働くことができます。対象は14分野全てです。



���野・作業

14業種（12分野）と限定的

漁業

飲食料品製造業

外食産業

介護職

農業

宿泊業

ビルのクリーニング業

電気および電子機器関連産業

産業機械製造

航空業

素形材産業

自動車整備業

建設業

造船および船舶工業



��技�2�の�徴

ハードルが高く浸透には時間がかかりそう

建設 造船・船舶工業 のみ！！

特定技能1号
１２分野

特定技能2号
２分野

14万6002人
技能実習からの
移行が約７割

10人人数

　「特定技能2号」は「特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事
する外国人向けの在留資格」であり、「特定技能1号」を修了した人だけが移行
できます。資格を更新する限り、上限なく長期就労が可能です。対象は建設と
造船・舶用工業の2分野です。



�題

項目 費用

①年間支援費 24万円

②紹介手数料 40万円

③在留資格許可申請にかかる諸費用 14万円

給与以外に発生する費用 78万円

・企業の負担（給与以外に発生する費用） ・長期的な労働力確保が難しい

企業にとっては技能実習と違いがあまりない！！

最長５年
という制約

企業側デメリットも
認識しておきましょう

※特定1号の場合



�題を踏まえた政�の��

労働条件を緩和して、特定技能を増やしていく

政府

特定技能への
移行

「特定技能2号」
対象拡大

転職制限の
緩和



企業

【外国人】
都市部への移動

【企業】
外国人採用の
増加

特定技能2号の
課題

アジア人材の
「日本離れ」

技���制度�⽌による�業の現�

新制度実施の浸透には時間がかかる
限りある在留外国人の奪い合いが始まる



⼩��これから先、�当に�国��材は�えていくのか�

日経ビジネスでアジア人材の
労働市場が特集される

【要約】

日本への”出稼ぎ”で得られる賃金は魅力的に映らなくなってきている

ベトナムの経済成長×日本の円安×国際競争で、
実習生労働力の質の低下が起こっている

東南アジアの日系企業も現地人材調達に苦戦



技���制度�⽌はこう�むべし�

・技能実習生が特定技能に流れていく
円安や母国の経済発展に伴い、必ずしも外から人材が流入してくるとは限らない

・特定技能浸透の時間的問題
ニュースのようにスムーズにはいかない可能性が高い

・都心に流入し地方の恩恵が薄くなる
転職が可能になり、土地に根ざしていない限り好条件の給与を求めるため、地方に人が集まらないと言われている
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��技�の�に隠れた�在

「���」

➀安定：生活基盤があるので転職しにくい、失踪しない

②信頼：10年以上暮らす条件を満たして得られる在留資格

・・・（永�者・��者・配偶者等）の�徴



「���」（永�者・��者・配偶者等）の�徴

技能実習生 身分系

母数 27万 151万

推移 減少：84％ 増加：104％

就労制限
期間：通常3年、最長5年まで
業種：指定 なし

③無制限：就労制限がない



「���」（永�者・��者・配偶者等）の�徴

④母数＝在留外国人の半数以上

���

53%

�労�

28%

�労不可

15%

��活動

4%

身分系身分系　　1,501,8551,501,855      人人
就労系就労系　　　　790,405　人790,405　人　　
就労不可就労不可　　418,923　人418,923　人
特定活動特定活動　　112,382　人112,382　人
－－－－－－－－－－ー－－－－－－－－－－ー
　　　　計　2,823,565　人計　2,823,565　人



「���」が知られていない理由

技能実習・特定技能
（政府・報道主導）
→大きく取り上げられる

Guidableがおすすめする在留外国人
独自の集客法と面接スクリーニング
でカンタンに採用が可能！

身分系

先⾏きが不��な「��技�」よりも

「「身分系」身分系」の開拓がおすすめです��
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Guidable Jobsとは



Guidable Jobsとは



����・お問い�わせ

���

�在地

�立

�員

事業内�

info@guidable.co.jp https://guidable.co.jp/

Guidable株式��

東�都���⻄��６丁⽬１５−１ 
セントラルパークタワー ラ・トゥール�� 708

2015年11⽉

代���� ⽥� 政喜

�国�採⽤�援事業「Guidable Jobs」,「�国�採⽤HACKS」,「Guidable
Jobs -ハケン-」, ���援事業「��ミーツ」, �国�向けメディア事業
「Guidable Japan」, �国�向けリサーチ事業「Guidable Research」

お問い�わせはこちら

https://guidable.co.jp/

